
  

 様式９（添付１－４） 

 

令和 7 年度 帰国・外国人児童生徒等教育の推進支援事業 
（Ⅱ 外国人の子供の就学促進事業） 

事業内容報告書の概要 
都道府県・市区町村・協議会名【岐阜県大垣市】  

 

令和７年度に実施した取組の内容及び成果と課題 

１．事業の実施体制 

外国人支援を行っている市民団体に委託して実施する。 

同団体には、従来から外国籍の小中学生を対象とした学習支援を行う「放課後支援教室」を委託しており

義務教育修了から切れ目なく支援を継続できる。 

 ・定期相談 毎月４回（金曜日 20：00～21：00）、スタッフ２人で対応 

 ・個別相談、電話相談、随時対応 

２．具体の取組内容  ※取り組んだ実施事項①～⑥について、それぞれ記入すること 

【実施事項②】 
高校に通学する外国にルーツのある生徒や義務教育年齢を超えて進学を希望する生徒を対象とした日

本語指導や教科指導について、市民団体に業務委託のうえ実施した。 

・実施期間：令和７年４月１日～令和８年２月 28日 

・実施場所：大垣市総合福祉会館（大垣市馬場町124） 

 

【実施事項⑥】 
高校に通学する外国にルーツのある生徒や義務教育年齢を超えて進学を希望する生徒を対象とした進 

路等に関する相談・指導等の支援事業について、市民団体に業務委託のうえ実施した。 

・実施期間：令和７年４月１日～令和８年２月 28日 

・実施場所：大垣市総合福祉会館（大垣市馬場町124） 

３．成果と課題    ※取り組んだ実施事項①～⑥について、それぞれ記入すること 

【実施事項②】 

・月に１〜２回程度の定期的な学習支援を提供することが可能となり、生徒たちの学習の継続性と安定性

が確保された。また、数学、英語、国語など幅広い科目での学習支援を行うことで、生徒たちの総合的

な学力向上に寄与した。 

 

【実施事項⑥】 

・進路や就職に関する相談支援を実施し、将来の進路選択に関する不安の軽減と、より明確な目標設定

のサポートができた。学習面だけでなく生活面での悩みや相談にも対応することで、生徒たちの精神的

なサポートも行った。これにより、学習環境の改善と全人的な成長を促すことができた。 

・進学に関する金銭面での親子間のコミュニケーション不足や、保護者の奨学金制度への理解不足が課

題となっている。保護者に対して進学に必要な費用や奨学金制度に関する情報提供を強化すること

や、親子で進学に関する金銭面での相談の機会を持つよう促進し、共通認識を形成するためのサポー

トを行う必要がある。 

 

 

 
３～６歳 ７～１２歳 13～15歳 

16～18歳以上 

（過年齢） 

本事業で対応した子供の数 人 人 人 10人 



４．その他（今後の取組等） 

 

 

 

※ 枠は適宜広げること。（複数ページになっても差し支えない。） 成果物等があれば別途提出すること。 

※ 事業内容報告書の概要は、文部科学省ホームページで公開する。 


